 福島県委託事業 

令和４年度介護職機能分化モデル事業（介護助手募集の広報支援事業）応募要領

１．目的
　　地域の元気な高齢者や主婦の方々などを介護助手として採用する取組を促進することで介護業務の機能分化を図り、介護人材の確保や介護サービスの質の向上を目指すとともに、地域住民の社会参加を実現し、生きがいづくりや身体機能の維持に資することを目的とします。

２．実施主体
　　社会福祉法人　福島県社会福祉協議会（福島県委託事業）

３．対象
介護保険法に規定する介護保険施設（介護予防）、居宅サービス事業所（介護予防）、地域密着型サービス事業所、老人福祉法（昭和３８年７月１１日法律第１３３号）に規定する老人福祉施設で介護職員の配置が義務付けられており、今後新たに介護助手を１名以上採用する予定がある県内の施設・事業所（以下「施設等」という。）で、事業実施後、本会が行うアンケートやヒアリングにご協力いただける施設等

４．介護助手募集の広報支援事業
介護助手の採用を希望する施設等の求人について、介護助手募集の折込広告を作成します。令和４年度は３回（第１回：６月、第２回：１０月、第３回：１月）の発行を予定しています。
※今回の申込は「第１回　６月発行分」です。１０月、１月発行の折込広告の募集は別途行います。
	県社協
	施設等

	①福祉人材情報システム「福祉のお仕事」を通じて、求人票の作成、申請（登録）を支援します。施設等の求人をとりまとめ、折込広告を作成し６月に発行します。
②その他、様々な媒体を利用し介護助手の募集について広報支援を行います。
③応募者からのお問い合わせに対応し、適宜、各施設等へおつなぎいたします。
	①福祉人材情報システム「福祉のお仕事」を通じて求人票を作成し申請（登録）します。
②広告の配布やホームページを活用した周知などをご検討ください。
③随時、応募者からのお問い合わせや施設見学等へのご対応をお願いします。



５．介護助手について
（1） 地域の元気な高齢者や就労していない主婦、また、新型コロナウイルス感染症に関
連して失業した方などを、年齢や性別、介護に関する経験や資格の有無を問わず対象とします。
（２）介護助手の業務内容は、補助的な業務とし、食事介助や入浴介助などの専門的な知識や技術を必要とする業務には、原則として従事できません。
（３）各施設等が直接雇用し、労働関係各法に基づき、適正な雇用管理を行います。また、可能な限り継続雇用に努めてください。
（４）介護助手は法令上必要な人員配置基準には算入できません。

６．申込方法
　　別紙参加申込書に必須事項をご記入の上、期限までにメール又はFAXにてお申込みください。後日、本会より決定通知をお送りします。
申込締切　令和４年５月２日（月）

７．その他
[bookmark: _GoBack]介護助手の受入体制を整えたいと考えている施設等や、これまでの取組を改善したい施設等などを対象にした説明会や各種セミナーの開催（受入体制づくり支援事業）についても今後実施予定です。詳細は別途ご案内いたします。

８．申込・問い合わせ先
社会福祉法人　福島県社会福祉協議会　人材研修課（笠井・渡辺）
住　所　９６０－８１４１　福島市渡利字七社宮１１１番地
ＴＥＬ　０２４（５２１）５６６２　　ＦＡＸ　０２４（５２１）５６６３
E-mail　jinzai@fukushimakenshakyo.or.jp

